
【様式１】
	受付番号

※記載不要
	


令和７年度「健康食品ブランド力魅力アップ推進事業」補助金　提案書
令和　　年　　月　　日　
沖縄県知事　殿
法 　人　 名
代表者役職名
代表者氏名　　　　　　　　　　　　
令和７年度健康食品ブランド力魅力アップ推進事業について、以下のとおり関係書類を添えて提案いたします。
	事業名
	

	提案者
	（フリガナ）
	

	
	法人名
	

	
	（フリガナ）
	

	
	代表者役職・氏名
	

	
	所在地
	

	連絡担当窓口
	（フリガナ）
	

	
	氏名
	

	
	所属（部署名）
	

	
	役職
	

	
	電話番号

（代表・直通）
	

	
	Ｅ－ｍａｉｌ
	


【様式２】
プロジェクト概要書
	１．事業名
	

	２．総事業費
	○,○○○,○○○円
	うち補助対象経費
	○,○○○,○○○円

	３．プロジェクトの背景・課題・目的・期待される沖縄県経済への効果

	＜記入例＞（青字は削除して記入してください）
背景　（○○は、○○のため、○○が期待されている。）
課題　（しかしながら、○○が課題となっている。／○○が求められている。）
目的　（○○の課題を解決するため、○○や○○等の方法に取り組む。これらの結果を踏まえ、○○を開発・検証する。）
効果　（上記課題を解決し、○○を開発することにより、年間○○円の収益及び○名の雇用が見込める。）

	４．ビジネスモデル及びプロジェクトの概要

	· 公募要項に記載されている審査基準を参考にして、事業化のビジネスモデルと今回のプロジェクトの概要をわかりやすくアピールしてください。

	５．開発商品の区分（別添WELLNESS OKINAWA JAPAN認証制度の規程参照）

	· 価値訴求区分（機能性訴求型商品、素材成分訴求型商品、栄養特性訴求型商品、製法訴求型商品の中から選んで記載）
· 加工区分（素材加工型製品、成分付加型製品、成分濃縮型製品の中から選んで記載）
· 各区分の詳細については、別添WELLNESS OKINAWA JAPAN認証制度の審査規程の第４条を参照すること。

	６．事業化までのロードマップ及びマイルストン

	· 当該プロジェクトで取り組む技術又は製品の事業化までのロードマップ及び令和７年度のマイルストンを記載して下さい。
· なお、事業終了後に実用化を目指す場合は、事業終了後に事業化するまでの計画を記載して下さい。



※当該様式は概要を1枚でまとめ、詳細は【様式２（別紙）】に記載してください。
【様式２（別紙）】　　　　※（青字は削除して記入してください）
	１． 事業名

	

	２．事業の背景・課題・目的

	＜記入例＞
背景　（○○は、○○のため、○○が期待されている。）
課題　（しかしながら、○○が課題となっている。／○○が求められている。）　
目的　（○○の課題を解決するため、○○や○○等の方法に取り組む。これらの結果を踏まえ、○○を開発・検証する。）

効果　（上記課題を解決し、○○を開発することにより、年間○○円の収益及び○名の雇用が見込める。）


	３．事業の必要性

	· 上記を踏まえて、本事業において取り組むことの必要性を明記してください。


	４．事業の実施内容詳細

	※ 業務内容について詳細に説明してください。
※ 令和７年度の実施内容を記載してください。
※ 必要に応じて事業内容を更に細分化するなど、適宜図表等（様式自由）も添付のうえ、分かりやすく説明してください。

※ 活用する技術やそれにより期待される沖縄県経済への効果についても説明してください。
※ 技術専門用語については、説明を付けてください。

※ 本事業の成果を高めるための具体的な提案を記載してください。



	５．開発商品の区分（別添WELLNESS OKINAWA JAPAN認証制度の規程参照）

	· 価値訴求区分（機能性訴求型商品、素材成分訴求型商品、栄養特性訴求型商品、製法訴求型商品の中から選んで記載）
· 加工区分（素材加工型製品、成分付加型製品、成分濃縮型製品の中から選んで記載）
各区分の詳細については、別添WELLNESS OKINAWA JAPAN認証制度の審査規程の第４条を参照すること。

	６．競争優位性・新規性・先進性等

	· 提案する事業内容の競争優位性・新規性、革新性等について説明してください。
（例：既存の技術で○○と○○があるが、当該技術は○○という点で差別化を図っており、○○であるため、競争優位性が高い）


	７．事業計画及びマイルストン、ビジネスモデル

	【様式３】に事業計画、マイルストンを図示してください。
※ 令和７年度のスケジュールとマイルストン（目標指標）を設定し記載すること。
※ 実施内容が分かるように工程表を記載してください。実現性が判断できるよう技術開発等の内容、研究員、予算の年度展開を具体的に記載してください。

· 事業終了後に実用化を目指す場合は、事業化までの計画とマイルストンを示して下さい。
· 提案する技術又は製品の事業化によるビジネスモデルや想定している出口戦略について示して下さい。（必要に応じて別葉を作成下さい。）

	８．実施体制

	【様式４】に実施体制及び管理体制を図示すること。

※ 事業を確実に遂行するうえで必要な実施体制・人員、管理体制、経理の適正処理及び管理のための体制を記載してください。

※ 実施責任者略歴（別紙「事業管理経歴書」も別途作成）、研究員数等及び実施者の業務内容
※ 外注、委託を予定しているのであればその内容

※ 開発等実施場所


	９．事業の効果、事業終了後の展開

	· 本事業の実施によりどのような効果が得られるか、事業終了後の展開について具体的に記載してください。


	１０．事業遂行能力

	※ 提案する事業内容に関連する事業実績、技術的知見

※ 法人又は事業統括責任者などの主な略歴、事業実績、研究開発実績、知的財産権等の取得状況等を記載してください。

※ 国又は国所管の独立行政法人や、地方公共団体等の委託若しくは助成による類似の技術開発実績があれば、委託又は助成元の官公庁等名、事業名、事業概要、実施年度を記載してください。


	１１． 当該事業に使用する予定の現有設備、装置等の保有状況

	※ 設備名称、使用目的、使用等を記入してください。



	１２．沖縄県経済への波及効果

	※当事業の成果により想定される県内経済等への波及効果（市場開拓、新規雇用創出等）の見通しについて、具体的に（可能な限り定量的に）記載してください。


	１３．当事業に要する経費

	【様式５】に必要経費を記載してください。




（注）提案書の枚数に制限はありませんが、簡潔明瞭に記載してください。
（注）提案内容を補足する資料の添付は認めますが、必要最小限としてください。
【様式３】
事業計画・マイルストン
（記載例）
（　）内は人数

	事業内容
	●月～●月
	●月～●月
	●月～●月

	１．○○技術開発
	
	○○
（　）
	
	
	
	

	２．○○の検証・改良
	
	

	
	○○
（□）
	
	

	３．○○の申請等
　（関係法規手続）
	
	

	
	
	○○
（□）
	

	４．○○の実証
	
	
	
	
	○○
（□）
	

	５．評価・取りまとめ
	
	
	
	
	
	


＜マイルストン＞
令和７年度：

（注）Ａ４版で作成してください。用紙の向きは縦・横どちらでも構いません。
【様式４】
実施体制図

（１）事業の実施体制

　　（記載例）










　　（注）事業の一部を他の企業等に委託又は外注する場合は、各企業等の実施項目を「４．事業の実施内容詳細」等と整合するよう記載してください。

（２）事業の管理体制

（記載例）





（注）プロジェクトリーダーについては、提案者で候補としてあげてください。
【様式５】
積算書
（1） 令和○年度　支出計画（事業者名等）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	経費区分
	見積金額
	積算内訳

	人件費
	千円
	

	事業費
（内訳）
１．謝金
２．旅費
３．消耗品費
４．通信運搬費
５．使用料及び賃借料
６．補助員人件費
７．外注・委託費
８． その他経費 
	 千円
	

	小計
	
	

	合計
	
	

	補助対象経費
	千円
	(補助金)
	千円

	
	
	(自己負担額)
	千円


（注）令和７年度分を作成してください。
（注）主な外注・委託費については、契約ごとに想定される金額を記入してください。

（注）補助対象経費は消費税を含めず計上してください。
（注）補助率は事業費（補助対象経費）の8／10以内とし、また、算出された額に1,000円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとします

（注）必要に応じて枠は追加してください。枠の大きさは適宜修正してください。

【様式６】
誓　約　書
令和　　年　　月　　日

沖縄県知事　殿
　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　法 人 名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 住　　所

　   　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　　
　私は、令和７年度「健康食品ブランド力魅力アップ推進事業」に応募するにあたり、下記のことを誓約します。
記
１　地方自治法施行令第167条の４第１項の規定に該当しない者であること。
２　宗教活動や政治活動を主たる目的とする団体ではないこと。
３　沖縄県暴力団排除条例第２条（平成23年条例第35号）第２号に規定する暴力団員又は暴力団員と密接な関係を有する者に該当しないこと。
４　県税、消費税及び地方消費税の滞納がないこと。
５　加入義務のある社会保険（労働保険、健康保険及び厚生年金保険）に加入し、保険料の滞納がないこと。
６　雇用する労働者に対し、最低賃金法（昭和34年法律第137号）に規定する最低賃金額以上の賃金を支払っていること。
７　労働関連法令を遵守していること。
（誓約書裏面）

（誓約事項７関係）

	主な労働関係法令

（１）労働基準法（昭和22年法律第49号）
（２）労働契約法（平成19年法律第128号）
（３）最低賃金法（昭和34年法律第137号）
（４）雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律
（昭和47年法律第113号）
（５）短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律（平成５年法律第76号）
（６）育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律
（平成3年法律第76号）
（７）労働安全衛生法（昭和47年法律第57号）
（８）労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律
（昭和60年法律第88号）
（９）障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和35年法律第123号）
（10）労働組合法（昭和24年法律第174号）
（11) 雇用保険法（昭和49年法律第116号）
（12) 労働保険の保険料の徴収等に関する法律（昭和44年法律第84号）
（13）健康保険法（大正11年法律第70号）
（14) 厚生年金保険法（昭和29年法律第115号）


【様式７】
事業管理経歴書
	氏名
	
	年齢
	

	1 所属・役職名



	2 研究開発実務及び管理経歴、並びに受賞歴



	3 現在参画しているプロジェクト名


	4 本事業における役割



※　事業管理経歴とは、研究開発プロジェクトなどにおけるプロジェクトリーダー、研究代表者、企業等における研究開発マネジメント等の経験を指す。

※　記載紙面が不足した場合、適宜追加すること。
【様式８】
令和　　年　　月　　日
法 　人　 名　　　　　　　　　　　　
認証等制度の取得状況
	認証等制度名
	取得状況
（チェックリスト）

	（１）沖縄県所得向上応援企業認証制度　　　　　　　　
	□ 認証済

	（２）経営革新計画認証制度
	□ 承認済

	（３）沖縄県人材育成企業認証制度
	□ 認証済

	（４）沖縄県ワーク・ライフ・バランス企業認証制度
	□ 認証済

	（５）パートナーシップ構築宣言企業
	□ 公表済


注１：取得済の認証については、認定証（写）等の認証されたことがわかる資料を添付すること。
注２：すべての制度で認証等を得ていない場合は提出不用です。様式７の提出がない場合は、各制度の認証等がないものとして取り扱います。
共同企業体協定書 様式（参考）
（目的）
第１条　本協定は、共同企業体を設立し、令和７年度健康食品ブランド力魅力アップ推進事業補助金（以下「補助金」という。）優れた成果を達成することを目的とする。
（名称）
第２条　本協定に基づき設立する共同企業体は、○○○共同企業体（以下「本企業体」という。）と称する。
（事務所の所在地）
第３条　本企業体は、事務局を（　住所　・　企業名　）に置く。
（成立の時期及び解散の時期）
第４条　本企業体は、令和○年○月○日に成立し、補助金の交付決定がなされた場合における補助対象事業（沖縄県が令和8年度以降の業務実施を認めた場合における令和8年度以降に締結した当該補助対象事業を含む）の業務完了後○ヵ月を経過するまでの間は、解散することができない。
２　前項の規定にかかわらず、本企業体は、補助金の交付決定がないことが確定した日に解散する。
（構成員の住所及び名称）
第５条　本企業体の構成員は、次のとおりとする。
（１）（所在地） ○○県○○○○
（法人名・代表者名） ○○○○
（２）（所在地） ○○県○○○○
（法人名・代表者名） ○○○○
（３）（所在地） ○○県○○○○
（法人名・代表者名） ○○○○
（代表者）
第６条　本共同企業体は、（企業名・代表者役職・代表者氏名）を代表者とする。
（取引金融機関）
第７条　本企業体の取引金融機関は、○○銀行○○支店とし、本企業体の代表者の名義により設けられた別口預金口座によって取引するものとする。
（業務の分担）
第８条　各構成員の業務の分担は、次のとおりとする。ただし、分担業務の一部につき発注者と契約内容の変更があったときは、それに応じて分担の変更があるものとする。
○○○○○業務（構成員名）
○○○○○業務（構成員名）
○○○○○業務（構成員名）
（構成員の連帯責任）
第９条　本企業体は、それぞれの分担した業務について進捗管理を行い、本企業体の構成員は、本業務の執行に関して連帯して責任を負うものとする。
（構成員の個別責任）
第10条　本企業体の構成員がその分担に係る本業務の執行に関し、当該構成員の責めに帰すべき事由により発注者又は第三者に損害を与えた場合は、当該構成員がこれを負担するものとする。
（業務途中における構成員の脱退）
第11条　構成員は、発注者及び構成員全員の承認が無ければ、本企業体が業務を完了する日までは脱退することができない。

（業務途中における構成員の破産又は解散に対する措置）
第12条　構成員のうちいずれかが業務途中において破産又は脱退した場合においては、発注者の承認を得て、本企業体の残存構成員の中から当該構成員の分担業務を引き受ける者（以下、「分担業務引受者」という）を選定する。
２　前項の場合において、分担業務引受者の選定が困難なときは、残存構成員が共同連帯して、当該構成員の分担業務を完了する。ただし、残存構成員のみでは適正な履行の確保が困難なときは、残存構成員全員及び発注者の承認を得て、新たな構成員を本企業体に加入させ、当該構成員を加えた構成員が共同連帯して破産又は脱退した構成員の分担業務を完了する。
（協定書に定めのない事項）
第13条　この協定書に定めのない事項については、事前に共同企業体内で県と協議した上で定めるものとする。
（代表企業名）　ほか○社は、上記のとおり○○○共同企業体協定を締結したので、その証として正本○通及び副本１通を作成し、各構成員が記名押印の上、正本については構成員が各１通を保有し、副本については応募申請書に添えて県に提出する。
令和　　年　　月　　日
代表者（所在地）
（名称）
（代表者）
構成員（所在地）
（名称）
（代表者）
構成員（所在地）
（名称）
（代表者）
連携・協力委託





（共同）流通企業


・実施項目：○○の開発・実証





（代表）県内企業等


・実施項目：○○の開発・実証





共同企業体





外注





事業者Ａ


・実施項目：○○の製作





外注





事業者Ｂ


・実施項目：○○の分析





経理責任者


所属・役職・氏名


担当業務：○○○○





事業統括責任者


（プロジェクトリーダー）


所属・役職・氏名


担当業務：○○○○








主任研究員


所属・役職・氏名


担当業務：○○の研究責任者








